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 会員名簿取扱い規則                            
 

（2014年６月９日 運営委員会で細則可決） 
2014年 11月 16日 地域代表協議会で可決 

緑の党グリーンズジャパン規則第８号 
 
 

（目的） 

第１条 この細則は緑の党グリーンズジャパン（以

下、「この政党」という。）に属する会員・サポ

ーター等（以下「会員」という。）に関する名簿

（以下「会員名簿」という。）を作成し、利用す

るに当たり、個人情報保護の観点から会員名簿の

適正な取扱いの基準を定め、もって本政党の活動

の活性化と会員相互の連絡調整を図ることを目的

とします。  

 

（責務）  

第２条 この政党の会員は、会員名簿に登載された

情報（以下「登載情報」という。）の重要性を認

識し、この細則の規定を遵守するとともに、個人

の権利利益を保護するため、会員名簿の目的外利

用又は登載情報の漏洩など、個人情報の保護に反

する不正な取扱いをしてはいけません。  

 

（名簿管理責任者）  

第３条 次に掲げる業務を行わせるため、この政党

の運営委員会、都道府県本部、都道府県本部準備

会、並びに複数都道府県本部それぞれに名簿管理

責任者を置きます。 

(1) 会員名簿に関する会員からの問い合わせ、相

談等への対応に関すること  

(2) 登載情報の収集並びに訂正、追加および削除

（以下「訂正等」という。）に関すること  

(3) 会員名簿の作成および共有に関すること  

 

（会員名簿の利用目的）  

第４条 会員名簿の利用目的は次のとおりとします。  

(1) 会員の把握および連絡調整  

(2) 本会の会議および緊急事項等の連絡  

(3) 会員相互の情報交換  

(4) 災害その他緊急時における連絡および安否確

認等  

(5)この政党が主催する行事に関する連絡および

案内等  

(6) 会費の徴収その他本会の経理に関する処理  

(7) 選挙等に関する連絡 

(8) 前各号に掲げるもののほか、運営委員会での

決定に基づき決定した利用目的  

 

（名簿配布先の記録）  

第５条 名簿管理責任者は、会員名簿を配布したと

きは、配布年月日、配布先の氏名その他必要な事

項を記録しておかなければなりません。  

 

（共有できる会員名簿の範囲と役員） 

第６条 共有できる会員名簿の範囲と役員を以下の

ように定めます。 

(1) 共同代表・運営委員・地域代表協議会正副議

長 全ての会員名簿 

(2) 地域代表協議会委員 都道府県本部の存在す

る都道府県の会員名簿を除く所属するブロッ

ク・都道府県の会員名簿。ただし使用目的を

明示したうえで、地域代表協議会議長に申請

し、了承が必要。 

(3) 運営協力スタッフ 原則名簿の共有は不可。

ただし、業務内容によって運営委員会の許可

を得て可能。 

(4) 都道府県本部・準備会・複数都道府県本部名

簿管理責任者 管轄する都道府県の会員名簿 

 

（会員名簿の利用及び管理）  

第７条 前条に定められた役員（以下「役員」）は、

会員名簿を利用目的以外に使用してはいけません。  

２ 役員は、登載情報が第三者に漏れないように

適正に管理しなければいけません。例えば、こ

の政党が公認・推薦などで関わる選挙において

も、候補者選挙対策本部や支援組織に会員名簿

を直接渡すことはできません。 

 ３ 都道府県本部・準備会・複数都道府県本部内

の会員名簿の共有は必要最小限にしなければい

けません。 

 
（会員名簿の照会）  
第８条 会員・サポーターであるかどうかも含めて
会員名簿に関する照会には原則として応答しない
ものとします。ただし、会員である議員および首
長については会員であるかどうかに関してのみ、
応答します。 

 

（委任）  

第９条 この規約に定めるもののほか、この規約の

施行に関し必要な事項は、運営委員会で定めます。  

 

附 則  

この規則は、2014年 11月 16日から施行します。 
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 参考資料：名簿の共有のルール早見表  

    

役職 
名簿の種類：①全国の

会員・サポーターなど 

②所属（管轄）するブ

ロック 

③所属（管轄）する

都道府県 

共同代表・運営委員 ◎ ◎ ◎ 

地域代表協議会正副議長 ◎ ◎ ◎ 

地域代表協議会委員 × ○ ○ 

運営協力スタッフ △ △ △ 

都道府県本部・準備会・複数都

道府県本部名簿管責任理者 
× × ◎ 

    

 ◎：名簿の共有可能   

 

○：名簿の共有可能（都道府県本部の存在する都道府県の会員名

簿を除く）。ただし、使用目的を明示のうえ、議長に申請し、了承が必

要。 

 

 
△：原則できない。ただし業務内容によって運営委員会の許可を得て

可能。 

 ×：名簿の共有不可   

 


